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教育相談，就学先決定に関する研究
インクルーシブ教育システムの理解啓発に関する研究
多様な教育的ニーズに対応できる学校づくりに関する研究
合理的配慮及び基礎的環境整備に関する研究

国立特別支援教育総合研究所では、平成28年度よりインクルーシブ教育システムの構築

に向けて、地域や学校の課題を本研究所と教育委員会が協働して解決するための「地域
実践研究事業」を実施しています。教育委員会は、上記の研究テーマから地域や学校の課
題に応じたテーマを選択します。研究所は、各テーマごとに研究所の研究員、教育委員会
から派遣された地域実践研究員による研究グループを組織して研究活動を推進します。

研究期間中または研究終了後に、研究所と教育委員会の共催により、「地域実践研究
フォーラム」等を実施し、インクルーシブ教育システムの構築に資するための研究成果の普
及を行います。
事業期間は単年度とし毎年公募を行いますが、再度応募いただくことも可能です。

地域や学校の課題を研究所と協働して解決します

独立行政法人国立特別支援教育総合研究所
インクルーシブ教育システム推進センター



平成31年度の地域実践研究について

※ 地域実践研究の詳細は「平成28・29年度地域実践研究事業報告書」等をご覧下さい。
http://nc.nise.go.jp/about_nise/inclusive_center

地域実践研究申請等についてご不明な点は以下にお問い合わせください。

⑤ 課題毎に特総研の研究員、地域実践研究員により研究グループを組織し、地域実践研究アドバイザー等のア
ドバイスを受けながら研究を推進

地域実践研究員の役割
「地域実践研究への参画」 「地域との連携」 「地域への研究成果の還元」

都道府県・市区町村教育委員会 国立特別支援教育総合研究所

① 【公募】 平成30年1０月中旬
地域や学校がインクルーシブ教育システムの実現
に向けて直面する課題から、4課題を設定し、公
募

③ 【指定研究協力機関の指定】平成30年12月
申請のあった教育委員会を指定協力機関とし
て指定

② 【申請】 平成30年12月初旬公募〆切
地域実践研究事業の参加を特総研に申請
※研究課題を選択し、研究計画書を作成

④ 【地域実践研究員受入申請】
平成31年2月末

派遣後、教育委員会は地域の課題解決に向け、
地域実践研究員の研究が推進されるよう支援

・地域実践研究は、地域実践研究員の派遣形態によって、「長期派遣型」と「短期派遣型」の2種類があります。
それぞれの特徴は下記のとおりです。
・平成30年度からは、市区町村教育委員会からの応募も可能としています。
・10月中旬に公募を開始する予定ですので、応募についてご検討いただければ幸いです。

平成31年度地域実践研究公募の流れ

長期派遣型の特徴

【形態】・地域研究員が研究所において研究に取り組むため、日常的に担当研究員と相談・協議を
することができます。

・文部科学省主催の会議やセミナーに出席したり、先進地域への情報収集に出掛けることで、
最新の情報を収集し地域に還元することができます。

・研究所で開講している研修講義を聴講することができるなど、将来のリーダーとしての
資質向上が期待されます。

【対象】・都道府県・指定都市の教育委員会の指導主事や学校の教員

短期派遣型の特徴
【形態】・地域実践研究員の派遣期間が短い（研究所への派遣は年３回、各回２日程度）です。

このため、より少ない負担で地域実践研究員を派遣いただくことが可能です。
・短期派遣型の研究を推進する「研究推進プログラム」を実施します。
このプログラムに参加することにより、他の指定研究協力機関と課題解決の共有を
図ることが可能になります。

【対象】・都道府県・市区町村の教育委員会や教育センター等の指導主事等

お問い合せ先：インクルーシブ教育システム推進センター（星・久保山・村井・土屋・横尾）
E-mail v-jissen@nise.go.jp

http://nc.nise.go.jp/about_nise/inclusive_center
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